
東アジア地域包括的経済連携（RCEP）は、アジア太平洋の 16 カ国（インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、

ブルネイ、ベトナム、ラオス、ミャンマー、カンボジア、中国、日本、韓国、インド、オーストラリア、ニュージーランド）が交渉中のメ

ガ地域貿易協定です。妥結すれば、アジア太平洋地域の食料の 80%を生産する 4 億 2000 万の小規模家族農家をはじめ、世界

人口の半分が含まれることになります。RCEP は、この地域の食料と農民に対してどんな影響をもたらすのでしょうか？ 

•RCEP 交渉参加国だけで 2008 年以降、960 万ヘクタールの農地の

所有者が変わりました。RCEP 協定文のうち、2 つの章が土地アクセス

に重大な影響をもたらす恐れがあります。 

•リークで明らかになった投資章で提案されているルールによると、

各国政府は、他の RCEP 加盟国の投資家による農地購入に当たっ

て、自国の投資家と同じ権利を付与しなければなりません。ほとんど

の RCEP 交渉参加国では現在、外国人の農地購入は禁じられていま

す。 

•サービス章も、サービス関連目的での農地所有を外国人に認めて

います。 

・RCEP によって、日本、オーストラリア、ニュージーランドの補助金

漬け生産者との不公正な市場競争にさらされるため、小規模生産

者が破滅することになります。特に大きな影響を受けるのが、約 1

億人いるインドの酪農・畜産農民です。 

・世界で最も多く乳製品を輸出するニュージーランドの巨大乳業会

社のフォンテラは、RCEP を使い、ニュージーランド政府が 2 国間貿

易協定を結べていないインドに足を踏み入れようと狙っています。 

・インドの酪農家はフォンテラで働くか、あるいは離農するか、どち

らかを迫られることになると懸念されています。 

・RCEP は、小規模生産・加工では達成できない食品安全基準を持

つ供給国の日本やオーストラリアなどを重視し、メガ・フード・パー

ク〔農産物の調達から、加工、流通を結ぶ大規模な施設集積地〕の

建設を推進します。農場から消費者までを結ぶこのハイテク・サプ

ライチェーンは、小規模生産者や家族経営の食品加工を排除し、

土地や市場から締め出します。 

 

・RCEP 貿易相は、協定発効直後に、65%の貿易物品の関税を撤廃する約束をしています。アジ

アで使用が増えている農業用化学物質〔農薬や化学肥料など〕が、この関税撤廃の対象となり

ます。 

・世界の農薬市場の 20%以上を占める世界最大の農薬企業シンジェンタを買収した中国が、

RCEP によって巨額の利益を得ることになります。中国は 2017 年 1 月、世界の市場シェアを増

大させるため、窒素、リン肥料にかかる輸出関税の撤廃を発表しました。 

・知的財産に関するリークテキストで合意した場合、動物用医薬品、農業機械、微生物利用製

品、農薬などの投下物の特許の数が増え、特許期間が延び、値段が釣り上がることになりま

す。 

・今日、世界の種子産業は高度に集積しており、3 つの企業が、世界の商業販売の 60%以上を占めていま

す。 

・知的財産章のリークテキストによると、RCEP 加盟国すべてが「UPOV91」（農民が保護品種を自家採種する

ことを基本的に禁じた国際条約）に加盟するよう求められます。自家採種した農民に対して、企業への使用

料の支払いを義務付けることが認められる場合もあります。使用料は通常、標準的な販売種子の価格に、

10%-40%上乗せされます。アジアでは、これによって地元地域の種子の価格が 200%-600%上昇しかねませ

ん。 

・RCEP が、TPP 交渉で妥結した内容に近づけば、さらに悪いものとなります。TPP は、「植物由来の」発明

（遺伝子組み替え生物＝GMO）に特許を認めることを加盟国に義務付けています。 

・サービス章のリークテキストによれば、RCEP 加盟国の政府は、他の加盟国出身の

スーパーマーケット・チェーンの営業規制ができなくなる恐れがあります。 

・TPP の先例に従うことになれば、地域サプライチェーンと電子商取引を促進するため

の RCEP の施策によって、ICT農業（農業管理のためのコンピューターと情報通信技術

の利用）が急増しかねません。 

・RCEP 加盟国は、アリババやイオンなどサービス供給企業に対して、自国への「ロー

カルプレゼンス」〔現地拠点の設置〕や地元の生産者からの食材供給を義務付けるこ

とができなくなります。 

 

今すぐ行動を！ 
 これらの関税や制度の変更はすべて、企業によるアジアの食料と農業部門の支配をもたらしま

す。解決策は、RCEP を改良することではなく、拒否することです。RCEP は、企業型農業に依拠し、

その推進を図るものであり、どんなに微調整をしたとしても、これらを転換することにはならないから

です。私たちに必要なのは、RCEP の改良ではなく、民衆が主導する食料・農業制度が栄えるような

政策や構想を実施することです。そのようにして初めて、民衆主導の食料・農業制度に資する貿易

政策を立案することができます。この順序を逆立ちさせてはなりません。 

 

•RCEP について、より多くの情報を入手し、討論や議論を自分の地域で組織しましょう。お勧めの情報源に

は、次の公開共同サイトがあります。（http://bilaterals.org/rcep） 

•RCEP をやめさせようという民衆の要求を支持し、企業のエリートではなく、人々の要求に基づく民衆のため

の貿易制度を求めてたたかおう。呼びかけに応じ、協力してくれる自国内のグループと連絡を取ろう。 

•RCEP 交渉会合に出向こう。分析を充実させるとともに、RCEP 加盟国の民衆の生活に与える影響に対して

警戒感を高めるために、交渉テキストの公開を求めよう。 

•パース、ジャカルタ、神戸、マニラでやってきたように、懸念を表明しよう。次の交渉会合は、ハイデラバード

（2017 年 7 月）とソウル（2018 年末）の予定。 

•RCEP や公正な貿易に関する地域規模の民衆キャンペーンに加わり、地域行動デーなどの共同行動に参加

しよう。 

•RCEP のリーク文書やその分析を入手するため、次のウェブサイトから目を離さないようにして下さい。

(http://rceplegal.wordpress.com) (http://keionline.org) (http://www.bilaterals.org) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土地が奪われる 

小規模酪農家やその他の農民が離農 

肥料と農薬の使用が増大地 

種子が民営化され、GMO が拡散 

大型小売店が地元店を駆逐 


